高知県産業振興計画成長戦略　第一回林業部会の概要（H21）
場所：高知城ホール　２Ｆ　せんだん

日時：平成２１年９月１０日（木）　13:00～16:00

出席者部会員：戸田部会長　　北岡部会員　　上田部会員　　楠瀬部会員　　後藤部会員

半田部会員　　田岡部会員

事務局：林業振興・環境部長　林業振興・環境部副部長　林業環境政策課長

森づくり推進課長　森づくり推進課企画監　林業改革課長　木材産業課長

治山林道課長　環境共生課長
１　　開会

２　林業振興・環境部長挨拶

【林業振興・環境部長】

　産業振興計画は３月に策定し、来年度に向けての課題が見えてきた段階。部会員の皆さまには、現在の状況等を説明しながらご審議いただきたい。政権交代があり、予算について不透明な部分もあるが、林業分野においてはやるべきことはやり、着実に進行していきたい。

３　部会員の紹介

４　部会長の互選

県森林組合連合会の戸田会長選出。

【戸田部会長】

　各部会員の皆さまの適切なご意見をとりまとめていくことに努力する。森林組合の成長にあっても疲弊する産業構造のなかで、地道に解決していかなければならない。さまざまな問題がたちはだかっているのが現状である。産業振興計画は、高知県政の浮沈を懸けた大きな戦略であるという認識においては皆さまといささかも変わりはない。その中で川上から川下の木材産業の振興がない限り、お互い協調できるものはみつからない。そういった視点に立って部会の進行に心掛けていくのでご協力をお願いしたい。

５　議事

議事１　成長戦略林業分野の取り組みについて

　　　　資料１－１及び１－２について各課長が説明を行う。

「林業木材産業の再生の原木の生産の集約化・効率化」について
【後藤部会員】

　林内路網アップグレード事業について。作業道の整備が近年急速に進みつつある。しかし、それだけでは搬出全体のなかでは不完全であるので、アップグレード事業として対策を打っているのだろう。効果はこれから明らかになっていくだろうが、今後の計画と見通しに絞って説明していただきたい。

【林業改革課長】

　林内路網のアップグレード事業とは、旧来以前に「森の工場」内にあった作業道の規格が木材搬出にそぐわなくなった、道そのものの路盤が弱く脆弱性がある、道が壊れている、という部分を修復・強化していく事業である。これは林道と一体となって進めていくものである。

　現在、事業費としては１億円の予算をもらっている。その全ての事業については要望も入ってきて大体できあがっている。主としては改良・舗装という部分が多い。一部、災害によって壊れている所もあるので、そのような作業道に関しても補修をしている。来年については要望も多いので予算を増やしたい。また、モデル事業も出ていているのでそれを一般対策化したいと考えている。今後、新しい路網設置も含め期待している。

【後藤部会員】

　効率的な作業システムの構築や路網整備の計画、そのマニュアル化など普及の段階とアップグレード事業というのはやはり時間軸を設定しないと計画が立てにくいかもしれない。例えば、縦断勾配が著しく急な路網の場合にはいくら架線にしたくてもアップグレードの対象になりにくいこともあるだろう。将来の展望も含め、路網整備の全体像の中にこれを施策だけでなく、マニュアル・普及という面にも反映させていく必要があると思う。

【林業改革課長】

　急峻なところに作業道を入れるのは厳しい。常に作業道を入れてとるというのではなく、作業道が入りにくい場合には、短いけれども一定の範囲で道がとれる場合には道で行っていただき、それから先は架線をうまく活用することも含め検討していきたい。

　これらのことを作業システムで検討すべきであると考えているので、山の状況に応じた作業道システム、搬出システムということで検討していきたい。

【田岡部会員】

　「森の工場」に対して要望が５，７４５ｈａということだが、どれくらいの齢級のものがでているのか。

　木材価格は厳しい状態が続いており、今までにない状況が続く可能性もある。期間を限定した支援策も必要ということだが、具体的な案があれば聞かせてほしい。

【林業改革課長】

　「森の工場」については、今年はこれから出てくる段階であるが５齢級以上が多い。

施業委託のための新たな支援については、「森の工場」を拡大するために森林組合など様々なところでプランナーの養成を行っているが、「森の工場」を設定して広げていく事業体、森林組合には経費が掛かってくる。補助事業ということで面積を拡大すればするほど費用負担が掛かってくるので、面積段階に応じた支援策を検討している。プランナーにおいての割増の支援を検討している。

【戸田部会長】

　政権交代により、成長戦略の中で基金事業に対する期待度が非常に大きい。森林整備加速化・林業再生事業においては基金の凍結ということも常に報道されている。成長戦略の進行の中で、新政権の説明なり凍結がどのくらい引っ張られる見通しなのか。現段階では不透明な部分もあろうかと思うが、少なからず影響を受けることは間違いないだろうと予測している。これから努力をされる関係部局にとっては大変なことだとは思うが、今後の見解、見通しについて説明していただきたい。

【林業振興・環境部長】

　現在のところ、農林水産省が予算を保留している状況である。基金事業については８月２８日に申請している。内示はもらっているが、交付決定が保留にされている状況である。

成長戦略は基金事業の前に作っているものであり、定額の補助金やバイオマスの事業などは成長戦略を加速化するためには重要な事業だと認識している。その他ここに掲げているものも当初から計画されており、産業成長に必要なものなので進行していかなければならない。基金事業が凍結されないよう工夫していき、基金事業が影響を受けたとしても、進行していかなければならないと考えている。

【戸田部会長】

　課題がひとつ増えたが、一層の努力をしていただきたい。

【半田部会員】

　現場で「森の工場」を進めている中で、森林施業計画絡みで５千円の国の森林交付金があるが、９齢級以下しか対象になっていない。現場サイドから見ると１０齢級、１１齢級でも大差ない価格情勢であるのに、なぜ９齢級で線引きするのかという疑問がある。

政権交代したということで、制度を見直すいい機会ではないか。現場も矛盾点を提案しなければならないが、県の方からも国に強力なアピールをして現場にマッチングするように制度を見直すことも必要ではないか。

林齢はデータベース化しておらず、特に個人有林は林齢を正確に把握することが難しい。それゆえ、施業計画を作ることや、交付金の協定を結ぶことに苦労している。現場が、合理的・効率的に作業でるような制度に見直していだたきたい。

　９齢級の線引きについて説明ができればお願いしたい。

【林業振興・環境部長】

　森林整備地域活動支援交付金制度は、４５年あたりを境に、利用と保育管理を分けるという概念で、他の補助事業等とのバランスを考えて９齢級というのを設定したのだろうと認識しているが、明確な根拠は認知していない。

【半田部会員】

　現場サイドからみると理解しがたい。８齢級でも９、１０齢級でもまったく同じ。改善できないかということを県の方からも国へ強く働きかけてほしい。

　現在、路網系、車両系での搬出が一般化しているが、もう路網ではやれないというところにぶつかっている。われわれのところにも、架線系集材の視察をしたいという要望が何件もきている。ここで早く手を打たないと集材機メーカーが無くなってきている。高知県はベースとなる架線技術を持った方がまだいるが５年後にはいなくなるだろう。ここらへんで具体的な対策をこうじないと、手遅れになるのではないか。２２年度に向けて具体的な施策を打ち出してほしい。

【田岡部会員】

　平成３、４年頃からプロセッサーが流行りはじめ、架線系とプロセッサーの組み合わせで当初からやってきたが、徐々に作業道・車両系に移行していった。架線系は高知県に必要なものでそれなくして山は成り立たない。作業道に対して補助があるのであれば、架線系に対しても補助しなければならないのではないか。それが技術を残していく一つの大事な取り組みになっていくと考える。作業道と同じく架線系のシステムに対しても最初の設備のコストを補助していただければ、架線系の技術も残っていくのではないか。

【林業振興・環境部長】

　昨年から言われており、県の方でも検討はしている。ご意見を受け今後も検討していきたい。

【楠瀬部会員】

　担い手の育成について、３年後の目標である１，５６０名に対して、３年間で何名不足しているのか。

　「高校生向けの林業技術研修の開催」等の参加人数は、少ないのか多いのか。参加者の反応はどうだったのかを教えてほしい。農業高校以外にも活動を広げていくということに関しては大賛成である。

四万十市のモデルハウスの計画に関わっている方に話を聞いたところ、市のほうではモデルハウスを作りたいということで進めているとのこと。モデルハウスを作っていく過程において、高校生や市民の方と一緒に興味を抱けるような企画をしたいと思っているということだったが、市の担当とは意見が違っているようだ。

教育という面においても、宿毛高校の建築科など学生はいるようだし、今後モデルハウス事業を行うにおいては地域の方、県外の方にもＰＲされていくのだろう。計画の段階でもＰＲを常におこなっていくことが全体のＰＲにつながっていくと思うのでそういうところとも連携してはどうか。

【森づくり推進課長】

　現在１，５００名ほどいるので、不足は５、６０名である。２１年度の緑の雇用研修生は、１０７名もいるのにということでの疑問だと思う。年々、高齢の方が大量にやめていくということと、緑の雇用も1年終わった段階での定着率が平均して８割程度、５年後には５割程度に落ち込む。これらを差し引きすると、順当な人数が確保できない。ここ２年ほどでようやく１，５００名ほどで落ち着いてきているので、この３年間でなんとか６０名ほど増やしたい、ということになっている。

　学校訪問の経過はどうだったのかということだが、就職担当の先生と意見交換をしているので、現段階では高校生から直接意見は聞けていない。高校生の技術研修の参加者は例年より若干多いと聞いている。ただ、車両系なら建設会社でも応用できるので、そのスキルを身に付けるという観点で参加している方もいる。全員が必ずしも林業にいきたいということではないが、研修は楽しく行っていると聞いている。

　今年はもっとプロフェッショナルの研修で、農業高校の先生が生徒に指導するために技術が必要だということで参加していただいたり、資格をとるということもあるのでそこは広がってきている。

　モデルハウス事業についてはいただいた意見に配慮しながら進めていきたい。

【上田部会員】

　緑の雇用について、県外の方へも仕事にいくようなのだが、きつい仕事を若者がするということになる。新しい人が入ってきても体力がない。機械・車両の研修は喜んで作業しているが、力仕事になるときつい。それなのに賃金は低いし、確たる雇用対策もないということが現実。本当に林業従事者を確保したいのであれば、体力作りに力を入れるような研修内容にしたらどうか。間伐するのを見て、林業とは簡単にノコギリで枝を落とすとか、そういう仕事なのではと感じると思う。本当の厳しさを最初から教えていきながら、大事なところを学ばせることはできないか。

　ある企業に山の整備を頼んだら緑の雇用の学生が３人いたのだが、作業がひどい状態にしていったという話を聞いた。緑の雇用はどういったシステムで賃金を出しているのか。緑の雇用、若者の育成に対しては現場のことを着実に教えていくような研修をしなければならないのではないか。最初から説明してもらわないと、お金がもらえるということだけで参加したのでは続かないという話だった。

【森づくり推進課長】

　体力作りに関しては、対象のステージに応じてのＰＲの仕方、本当に必要な内容を組み込んでいくことは大事なこと。ただ幻想だけで仕事ができるわけではないし、非常に重篤な災害と背中合わせで仕事をしている面もあるので基礎的な体力は必要だと考えている。そういう視点でもう一度研修内容を見直していきたい。

　緑の雇用については、林業事業体に就職した方が、OJTトレーニングをしながら林業のプロフェッショナルに育っていくように支援する制度である。基本的に初年度は、一ヶ月９万円で１０ヶ月間雇用手当てがでる。指導員についても条件は異なるが手当てがでる。そのほかにもさまざまな支援制度がある。徐々に薄くなってはいくが、３年まで続く。さきほどのお話のということであれば、指導者が現場でしっかりと指導し、OJTだから山をぐちゃぐちゃにしてもいいということは許されない。さきほどのような事例があるのならば、指導団体等と協議をしながらくれぐれもそういったことがないようにしていく。

【北岡部会員】

　昨年の７月からの産業振興計画の中で、目標として１，５０８名の現状を１，７００名にする、年収４００万円にしようという事業計画を１年で作り上げ、実行できると期待していた。しかし、政権交代によって心配が先にたった現状である。８月には原木市場も止まり材が出ないと同時に価格も想像以上に下落している。これに対するなんらかの施策を検討していただけないか。需要がないと材木は価格的にも状況は悪い。６月に木材センターが設立されたが、業界内では不安のほうが大きい。力を合わせて希望をつくりあげたい。県のほうからも具体的な案は出ているが。確かに路網を充実させることは必要だが、やはり高知県には架線が必要だ。具体的な対策を早期に検討していただきたい。

【林業振興・環境部長】

　ご意見は十分理解し、そういう主旨に基づいて検討もしている。来年度の予算に向けての話なので明確に説明することはできないが、そういった方向で検討するということでご了解いただきたい。

【北岡部会員】

　林業は危機的状況なので力を貸していただきたい。

【半田部会員】

　一山間伐して、山手にどれくらい残るのかを参考として説明する。伐採、搬出して市場に出し、手数料を引いて山手に入ってくるのが立方５，０００円ほど。極端な場合だと３，０００円になることもある。ヒノキで６～７，０００円程度。そこから、さらに伐採・搬出費用・トラック運賃を差し引かなければならないのでまったく成り立たない状況である。市場の価格速報を鵜呑みにしても意味がなく、平均単価がどれくらのレベルにあるかを考えなければならない。需要の開拓とともに、川下がなんとかはかさないとどうしようもない材価となっている。市場で減っても材価に反映せず、厳しい状況である。

「大型製材工場の整備や中小加工事業体の共同化・協業化」について
【田岡部会員】

　木材の生産と加工は切り離して考えることはできない。製材の部分で直面している問題は、Ａ材が極端に不足しており、需要があっても供給しづらいというのが現状。山側と加工側とのつながりで考えてみると、森の工場のほうに移行しており、結果として８齢級以下がメーンになっていて１０齢級以上のものは植えていないのが実態である。

そんな中、１０齢級以上のものを出してくれていたとわれわれ山側では思っていたが、自伐林家の方々が完全にあきらめてしまっている。この価格では自伐林家の方々は非常に厳しい状況である。実際、７０歳の人のほうが高校を卒業して山に入った人よりはるかに仕事ができる。しかし、その人たちが諦め、さらに６０代の方々も諦めかけている。単に保育間伐ではなく、搬出間伐、高齢級間伐をやってきた人たちが余計離れてしまっており、そこをなんとかしないと、製材加工側は丸太の確保すら難しくなっている現実がある。この危機的な期間だけでも自伐林家の方々に対して、新規就労者と同じような手厚い補助がなければ、ますます急速に山は疲弊していくのではないか。そういう状況のなかで、もしいま大型工場がきたら県下の工場は総倒れになってしまう。原木確保ができない状況なので。いま誘致するのは時期が早いのではないか。もう少し成熟する段階まで計画を見直すべきではないか。山側と加工側の間には原木供給のミスマッチが起きており、加工側は困っている。ここ何年かの緊急対策として考慮していただきたい。

【木材産業課長】

　製作工場でA材の丸太がないという話はよく聞く。昨年あたりから、木材価格が下がり始め、３、４月は原木の価格は底値に近い状況だったとも聞いている。その結果、山手側も供給を絞ることによって価格を死守しようという動きに出たのだろう。国有林に対する働きかけも積極的に行われた結果、販売が一時停止したという話も聞いており、その影響が大きかったと認識している。川上・川下の調整もとれていなかったことも原因のひとつではないか。

【林業改革課長】

　自伐林家については、今年から支援制度も作っている。自伐林家の方はかたまって、量がそろわないという面もあるので、森林組合等が集めて回って行くというようなことで、木材を少しでも市場へ持っていく政策も打っている。しかしまだ金額的に少ないということもある。要望はかなりきているので、それについても要望が多いようであれば、事業としてさらに大きく膨らましていきたい。

【木材産業課長】

　大型製作工場の進出に関しては、県内の木材流通関係の工場への影響は大きいと思ってはいる。産業振興計画のなかで一番の大きな柱は木材を売っていくことであり、大型製作工場に対してわれわれが期待しているのは販売のチャンネルということである。確かに、原木の確保の問題などで軋轢があるとは思うが、それと比べてもトータルで販売を伸ばしていくということは意味があることではないかと感じている。ご心配もあると思うが、前向きに一つ一つ解決していきたい。だた、このような現況なので、すぐに来年くるということにはならないというのが実情である。

【田岡部会員】

　数年前に高齢級間伐を行い県が支援をしていた。そのころ、みな意気揚揚と山の仕事をしていたのはなぜかというと、書類が簡単なものだったからである。いまは、書類の申請などがややこしく森林組合に頼らざるをえなくなり、その結果申請数が減ってしまうという現状がある。森林率８４％を誇る高知県で産業として残したければ、自伐林家の方々をなんとかしてあげないといけない。新規就労者も大切だが、自伐林家の方々への補助も同じレベルで取り組んでいただきたい。川下側からするとそのことが１０齢級以上の良い木が出てくる要因になると思うので、来年度にむけては手厚い施策にしていただきたい。

【戸田部会長】

　森林組合でも、補助金のあり方においては複雑で面倒くさいということで県の部局と空中戦を展開してきた。しかしここへきて、定額金制度というかつてなかった制度も作っていただいたき、これまでの補助金申請の複雑さはかなり改善されたと認識している。さらなる上乗せができるようにもう少し踏み込んで新政権と交渉していただきたい。

「流通の統合・効率化」について

意見なし。

「販売力の強化」について

【田岡部会員】

　今のところ、れいほくスケルトンは県外が主力である。市場としても魅力的な関東にも展開していきたいと常々考えているが、一番問題となるのは流通の拠点である。特に住宅を邸別に発送するとなると、一棟分すべてをその日に持っていくことは不可能なので、土台から順番に配送しなければならない。そういう意味でなんらかの拠点がなければ運ぶのは難しいと実感している。

　木材需要なくして森林整備はない。軸足を木材利用、特に最も大きな市場である木造住宅の方向に移していただきたいとうのが川下の切実な願いである。何年か前にいただいた資料でも住宅着工数が半分になっているということだったが、そのなかでさらに県産材が使われなくなっている実態もある。どうやって県産材の需要を増やしていくのか。木造住宅に対する支援も必要になってくるだろう。

　今年の新たな対策として、県産材を使うと最大４０万円補助するという施策は大変素晴らしい。３つ合わせて１００万円という事業だが、１００万円のほうがはるかにインパクトがある。事業の寄せ集めも大事だが、インパクトのある数字の出し方もあるのではないか。最大の需要策である、木造住宅に対しても県産材をアピールできるよう、なにか支援をしていただけないか。

【木材産業課長】

　消費地への拠点整備については、大いに興味を持っている。業界は、関東へのパイプが薄いのに先に拠点を作ってもどうなのかという話が出ている中で作業がスタートした。本当はやりたいのだが、小口の発送になるためまとまった需要が出てこないので送りつけることができないし、順番に物を届けなくてはならないので難しいという話も聞いている。そのため、どういうやり方がいいのかを現在研究中である。完全な配送拠点というのはいろんな選択肢があるので、検討委員会をつくって検討しているところである。県外へ物を送っていくというのが大きな課題なので、助けになるのなら積極的にやっていきたい。

　住宅への支援については、ベースとなるのが４０万円、これに団地加算が２０万円、今回の追加対策で４０万円の計１００万円という細切れな積み上げになっている。なるべく簡単にすることは検討しなければならない。来年度に向けて二つの事業を統合し、できるだけシンプルにすることを心がけていきたい。最近事業ができたので、１００名近くを集めて説明会を行ったところそういう制度は聞いたことがないという方がおり、十分なＰＲできてなかった実態もある。ＰＲも徹底し、書類の方もなるべくシンプルな手続きにするように検討していきたい。

【田岡部会員】

　木とひと出会い館も支援していただきながら運営しているが大変厳しいが、県外での評価は非常に高い。テレビ番組の放送、住宅相談窓口を設置などを行い、さらにそれが川上側の負担でまかなわれているのは全国的にも例をみないような素晴らしい取組だとほめていただいた。それらの取組によって６年間で約１３０棟の受注もきており、木材需要の最大の策である木造住宅を広めるという点でかなりの効果があった。木とひと出会い館は、消費者の立場にたった窓口として機能している。なんらかの形で充実させていく必要がある。そのことにより、高知県に木造住宅が少しでも多く建設され、地域の材、設計家の能力を使うことができる。地産地消をきちんとした上で県外にも持っていけることになるので、充実した支援をしていただきたい。

【木材産業課長】

　木とひと出会い館については今年に入って運営の仕方、進め方を検討している。ワンストップの住宅相談のような話については、国の方から直接いただける予算もできたので、今年はとりあえず凌いだという状況である。他県が、県木連・県森連の中で借りおきのような形で運営している中で、木とひと出会い館のように特別な施設をもって運営している例はあまり聞かず、いい例として紹介されている。来年以降もこのような事業をおおいに活用し、内部での運営の仕方も検討していきたい。また、木造住宅は敷居が高いという認識をなくし、顔を出していただけるような運営もしていきたい。

【北岡部会員】

　１００万円という金額を聞くととてもバックアップしてくれている感じがするそうなので、できれば検討していただきたい。県外の人が県内に住居を移して生活するなら誰でもバックアップするようにしていただけると、人口増加にもつながる。もちろん働く場所がなければいけないが。１００万円の金額は４０万円よりはるかに価値がある印象を受けるとよく聞くので、できればお考え願いたい。

　アンテナショップでわれわれがやれるのは県産材の宣伝である。内装に土佐のヒノキ、梁瀬スギを使うとなったとき、例えば、高知駅前で一年限定の龍馬館も、県産材を提供できる方向のシステムにできないか。県産材がまず県庁から、そしてみなさんがどんどん活用してくれるようなシステムにできないかという思いがある。ぜひご協力をお願いしたい。

「木質バイオマス利用の拡大」について

【後藤部会員】

　原料の収集については、製材・木材の利用過程でおのずと出てくる集積された状態の段階で利用することは有利であるのは明らかである。それがバイオマスの利用に繋がり、残材を集めてくるところに頼らざるをえないという現状がある。やはり、部門同士の連携が重要だろう。バラック材として流れているものも含めてどうやってバイオマスの原料等に循環させていくのかを検討する必要がある。ひとつの例として、岡山県の真庭ではワンストップの体制で木材を一括で集め、そこからパルプ材の流れ、バイオマスの流れもある。いったんどこかへ行ってまた戻ってくるという経路をとらない体制を整えている。そうようなシステム体制も検討していく必要があるのではないか。

　利用の普及については、林業部門では農業との連携のなかでどのように普及を進めていくのか。現状としては普及のしやすさの面では、小型のボイラーが有効なのだろう。しかし、効率化をはかるという意味ではハウスの団地化をして、さらに大きなボイラーの中で配管に基づいた供給をするという対応があるのではないか。当面の対策としては、現在進められている方法にならざるをえないと思うが、このような議論も長期的には進めていく必要があるのではないか。長期的な観点からの見解を示していただきたい。

【木材産業課長】

　原料の収集については、燃料用のバイオマスは値段がかなり安く広い範囲で集めることが難しい。真庭のようなシステムは大変参考になるし、地域単位で考えていく必要がある。例えば買い取りが３，０００円、４，０００円と聞くと遠くから運んでこられないので、そういうエリアのなかを設定しながら、それを頭に置いた生産から消費までの全体の流れを考えていく必要がある。研究に入ったところなので、今後検討していきたい。

　ヨーロッパのように、大きな炉を構えてチップを燃やして配管で集約を重ねたビニールハウスに熱供給をすることは最終型である。現在は、ペレットで１０R単位。一台で１０Ｒほどのビニールハウスをカバーするバーナーを１０～２０基単位で集中的に入れ、団地を形成するという考えで進めている。これは、集約型へ進む一歩手前だと想像している。

ただ、地域での合意という話も地道に積み重ねていかなければならず、もともと素地のあるところのように一気にはいけない。今回経済対策でまあまあな数字のボイラーを入れられる機会もあるので、芸西のバイオマスファームのような例を各地に作って、将来的にはチップのようなものをそのまま使える暖房システムなどの普及を進めていきたい。

【後藤部会員】

　高知の材を利用して出てきた資源をバイオマスとして燃やすとなると、ペレットよりチップの方が有利になってくる。ペレットということになると、海外から輸入してもその設定価格に対応するよう商品になるが、チップならより地産地消に近い傾向になるだろう。長期的な展望で進めていただきたい。

【北岡部会員】

　ペレットは、エネルギーにエネルギーを使っているので、できれば木質系の一時破砕だけで効率よくエネルギーが使えるような技術開発を農業・工業関係の協力も得ながら検討していただけないか。そういうものができると、コストが安く設備投資の償却も少なくできるという希望が持てるのだが。

【後藤部会員】

　形状が均一でないと、小規模のボイラーだと効率が悪いので団地化、大型化することで対処するという形になるのだろう。さきほどご説明いただいた長期的展望ではそういう原料を活用していく状況になるのだろう。

【木材産業課長】

　バイオマス利用については非常に大きな目標を設けているので、何もかもペレットというわけにはいかない、もう少し単純な加工レベルのものを大量に使うことを想定しなければならない。チップを使ったボイラーの研究もしていたので、そのへんの可能性も頭に置いて進めていく。

「森のものの活用」について

【上田部会員】

　農林業体験に参加する大学生は森や食に興味を持っていることが多い。そのような学生に何を伝え、どうすれば山の環境を教えられるのかを考え、とりあえず山に入ってもらうことを目的にしている。高知だからこそおいしい作物があるので特有林産の部分ももう少し広められればよいのだが。最近では国産物が見直され、今年はゼンマイが１キロ１万２千円になった時期もある。間伐が行き届いた山で採れたシイタケは形もよくおいしいことなど、食物と環境との関係の話も学生にする。森が教育の場として･･･。

また、「ＦＳＣのゼンマイ」「ＦＳＣのシイタケ」というようなブランド名の付いたお土産品作りを強く希望する。都市部の人の交流がどんどん高知に向いているのは、環境についてたくさん学べるという面があるからである。県民も山や森についてさらに勉強しなければならない。

　特有林産についてさらに力を入れ、林業と農業の関わりを密にしていただきたい。

【木材産業課長】

　特有林産については、地域の特色を強め、他とは違うということをアピールするのが戦略である。東京へのアンテナショップ出店へ向けてもアイデアを提供していただきたい。また、ＪＡとの連系も検討していきたい。

【上田部会員】

　高知県の原料を使ったお土産品を県下全域に広めると共に、統一性を持たせたい。龍馬伝へ向けても、高知全体でひとつのポイントとなることを計画していただきたい。

【田岡部会員】

　建築科の学生を集めたセミナーを行っている。運営しているのは高知大の学生であり、学生が学生の世話するところが素晴らしいのだが、問題はその学生たちがいなくなったら続かなくなるという点である。県と大学とが一緒になり、単位が取れるようにできないか。

　現在、建築学科なのに木のことは教えていないという実態がある。実際はこれらの学生が社会に出ると木造住宅に関わることは多い。そう考えると森から住まいに関することを学生時代に学ぶのは有効なことではないかという考えからセミナーが始まった。今後さらに内容を高め単位の交換もできるようにし、全国の学生が集まるようにしたい。

　高知大学は県外の学生が７、８割らしいので、その人たちが県外の学生を呼んできてさらに増えていくことを考えると高知にとって力になるのではないか。都会に帰って設計の業務に携わる際、高知の木が頭に浮かんでくるだろう。高知県と高知大学共同の講座を持てれば、将来に向けて大きな力になると考えるので検討していただきたい。

【後藤部会員】

　高知大からもご提案させていただく流れになるだろう。京都大学との関係など、大学外へ出て勉強しようということを始めている。それらの活動を教育プログラムの中に組み込み、その過程のなかで連携を強め、高知という地域性をより明確にしていきたい。

【田岡部会員】

　森、設計、素材などの専門的な話をできる人が数多くおり、高知には豊富なものがたくさんある。それを県外に向けて発進するために、きちんとカリキュラムを組み学生に学んでもらうことはこれからの力になる。ぜひ検討していただきたい。

　

【林業環境政策課長】

　高知の森林を県民に知ってもらおうということで森林環境税を設けている。いただいたご意見、提案を前向きに検討していく。

「健全な森づくり」ついて

意見なし。

（休憩）

資料１－２の追加資料の３ページからの部分について、環境共生課長が説明を行う。

議事２　関係課長が資料２について説明を行う。

【田岡部会員】

　森林整備の方向だけで来たが、木材利用分野での取り組みはできないか。利用することと森林整備は表裏一体である。利用することによって新たな植林が発生して、成長を促していく吸収力もあるので、木材利用が森林整備に繋がるような仕組みも構築できないか。固定量では産業課で検討しているようだが、Ｊ－ＶＥＲの方でも使える方法を検討できないか。

【環境共生課長】

　ＣＯ2の固定については、現在、県産木造住宅でモデル的に行っているが、れいほくスケルトンについても、ＣＯ２固定量を示して進めている。Ｊ－ＶＥＲのなかではＣＯ２固定を評価することは今のところないので、今後検討していきたい。

【田岡部会員】

　ＦＳＣ，ＳＧＥＣは切ったあと、植林し整備する。固定期間中は吸収量が増えるので、その辺りを仕組みとして認められないか。木材利用や整備と直接繋がる部分に対する認識もあるという意味で何か方法がないのか検討していただきたい。

【環境共生課長】

　民主党のマニフェストのなかでＣＯ２の見える化という政策があるが、様々な商品に対してどれくらいのＣＯ２を排出しているのか、そしてそれを見える化していこうというものである。木材、森林整備もこれに付いてくるものなので、何か方法がないか検討していきたい。

【北岡部会員】

　家一軒建てたときにＣＯ２が何トンか固定されるという証明を機関として高知県に認証してもらうことはできるのか。

【環境共生長】

　現在はやっていない。

【北岡部会員】

　それを、木造住宅を建てるときの宣伝にも使わせてもらうことはできないか。

【環境共生課長】

　できる。

【北岡部会員】

　高知県は認証機関として行うのか。

【環境共生課長】

　Ｊ－ＶＥＲの認証は基本的には国でやることになっている県は代行する形になる。ＣＯ２の固定は県独自の認証制度で行っているので若干制度が異なる。

【北岡部会員】

　森林組合においても県の方で認証をしてもらえるのか。

【環境共生課長】

　間伐については、県としては認証するシステムを作っていく方向である。

【北岡部会員】

　木材協会でも可能か。

【環境共生課長】

　検証やモニタリングでお手伝していただくという形になる。

【林業振興・環境部長】

　削減については野菜、木材にプリントする等しながら、県産材としての付加価値をつけていこうと考えている。ＦＳＣとＳＧＥＣについても、そういった面でのプラスアルファの付加価値をつけてブランド化していきたい。

【半田部会員】

　今後の展開として、県営林のなかで拡大していこうという話があったが、具体的な手法としては県営林活用雇用創出事業と同じ仕組みか。

【環境共生課長】

　県営林活用雇用創出事業でやっているところも、どれくらい間伐したかを検証して吸収量のデータをとり、国に申請している段階。県営林は、３ヵ所申請しており、５年間は一度間伐するとすだれ方式でずっと吸収でき、それが続く形であり、３ヵ所から順次増やしていきたい。さらに「森の工場」などにも拡大していきできるだけ山に還元していきたい。

【半田部会員】

　県の事業の出し方は、現場というものを踏まえて抜本的に再考していただきたい。

【林業振興・環境部長】

　それは踏まえながら検討する。

【北岡部会員】

　大きいお金になるのか。

【林業振興・環境部長】

　検証には経費もかかるのであまり安売りはしたくない。削減は高知県が第一号で優遇性を持っている。今後、他県でも増えてくるだろう。吸収の方は間伐でできるので、一定の価格での取引を維持したい。色々なところから取引の引き合いはあるが、吟味しながら検討していきたい。

地域アクションプランの取り組み状況

資料２－１、２－２について林業環境政策課長が説明を行う。

【戸田部会長】

　この地域アクションプランについては、当林業部会で作り上げるものではないので、各部会員からの意見や質問等については、事務局を通じて各地域に部会の意見として伝え、今後の各地域での検討の参考にしていく。

【北岡部会員】

　各地域の事業を取りまとめて中央、例えば「もくもくランド」などで県の指導も得ながら特色のある高知県産材として販売・拡大し、さらに県外からもお客さまがくるようにできないか。

【木材産業課長】

　もくもくランドの企画としてそれを出していけるのではと考えている。木推協のなかで取り上げていただければいいのではないだろうか。

【北岡部会員】

　大賞を受けたれいほくスケルトンなども、もくもくランドでブースを設けてアプローチしてみたい。地域だけで終わらしてしまうのはもったいない。県で取りまとめて県産材を活用した一部を展示したい。来年に向けて地域のアクションプランの皆さんに集まってもらうなどして検討していただきたい。

【林業振興・環境部長】

　地域アクションプランは各地域で提案して磨き上げていくものだが地域だけで終わるのではなく、それを全県下に広め、県外にも売っていこうというもの。木材についても各地域の取り組みが一ヵ所に集まりＰＲできればと考えている。もくもくランドの実行側とも打ち合せをしていく。

　

【北岡部会員】

　木推協の了解が得られれば協力していただけるのか。

【林業振興。環境部長】

　声かけはしていく。

【楠瀬部会員】

　上土佐備長炭販売促進事業について、備長炭を加工することは考えていないのか。例えば炭を利用した建築用の塗料などもある。炭は様々な建築用の材料として使え、いろんな可能性を持っている。加工して売り出すという動きはないのか。

【木材産業課長】

　地域の方に確認しご意見は伝達する。備長炭は高級なので、建築資材に使われるのはおそらく黒炭が中心となるだろう。

６　閉会

【戸田部会長】

　川上と川下が一体となり新しい戦略に向けて提言し、産業振興計画に懸けるわれわれの意志を県民の皆さまに示しながら、今後も勢力的に発言していただきたい。時間延長にも関わらず熱心な審議を承り厚く御礼を賜る。今後もご協力をお願いしたい。
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